
（平成２５年１１月７日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会東京地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 13 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 件12

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 20 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 14 件



関東東京国民年金 事案13835 

  

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年４月から同年９月まで 

  私は、国民年金保険料を欠かさずに全て払ってきた。申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿の払出年月日から昭

和38年４月 22日に払い出されていることが確認でき、同年同月時点で申立期間の国民

年金保険料は過年度納付することが可能であるところ、オンライン記録上、申立人は、

申立期間直後の 36年10月から 37年３月までの保険料を過年度納付している。 

また、申立人は、申立期間を除き、60 歳に到達する前月までの保険料を全て納付し

ていることを踏まえれば、申立期間の保険料についても納付していたと考えるのが自然

である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案24694 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記録を

昭和 44 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 3,000 円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和44年５月１日から同年６月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間において異動はあったが、同社に継続して勤務していたので、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｂ社から提出された申立人に係る従業員台帳（発令情報）及び

Ｃ企業年金基金から提出された申立人に係る加入者記録票から判断すると、申立人は、

Ａ社に継続して勤務し（昭和 44 年６月１日に同社本社から同社Ｄ工場に異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 44 年４月の

社会保険事務所（当時）の記録から、３万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ社

における人事業務を管掌するＥ社から提出された厚生年金保険被保険者資格喪失確認通

知書により、事業主は、申立人に係る資格喪失日を昭和 44 年５月１日として届け出て

いることが確認できることから、社会保険事務所は、申立人に係る同年５月の保険料に

ついて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その

後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業

主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案24697 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支社における資格喪失日に

係る記録を昭和 51 年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 32 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年10月31日から同年11月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間において本社への異動はあったが、同社に継続して勤務していたので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＢ社から提出された申立人に係る社員名簿から判断すると、

申立人は、申立期間においてＡ社に継続して勤務し（同社Ｃ支社から同社本社に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

なお、申立期間に係る異動日について、オンライン記録によると、申立人の申立期間

前後の同一企業内における被保険者資格の得喪日はいずれも１日とされていることなど

から、昭和51年11月１日とすることが相当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支社における昭和 51 年

10 月の定時決定に係る事業所別被保険者名簿の記録から、32 万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについて不明としているが、Ｂ社から提出された厚生年

金保険被保険者資格喪失確認通知書に申立人に係る資格喪失日は昭和 51 年 10 月 31 日

と記載されていることから、事業主は同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、そ

  



の結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年 10 月の保険料について納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付され

るべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期

間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



関東東京（埼玉）厚生年金 事案24698 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社Ｂ営業所（後に、Ａ社Ｃ支店）における資格喪

失日に係る記録を昭和 37 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和37年５月31日から同年６月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間においてＢ営業所からＤ工場への異動はあったが、同社に継続して勤務していた

ので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、複数の従業員の供述及び申立人と同様の被保険者記録になって

いる従業員から提出された給料支給明細書から判断すると、申立人は、申立期間におい

てＡ社に継続して勤務し（同社Ｂ営業所から同社Ｄ工場に異動）、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間に係る異動日について、これを特定できる人事記録等の資料は無いも

のの、複数の同僚が、昭和 37年５月31日までＡ社Ｂ営業所に勤務していたと回答して

いることから、同年６月１日とすることが相当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ営業所における昭和 37

年４月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、３万6,000円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 37 年６月１日と届け出たにもかか

  



わらず、社会保険事務所（当時）がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え

難いことから、事業主は同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知を行っておらず（社

会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した

場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案24703 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 19 年８月１日から同年９月１日までの期間につい

て、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 41 万円に

訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

また、申立期間のうち、平成 23 年４月１日から同年９月１日までの期間について、

標準報酬月額の改定の基礎となる同年１月から同年３月までは標準報酬月額 44 万円、

同年５月から同年７月までは標準報酬月額 50 万円に相当する報酬月額が事業主により

申立人へ支払われていたと認められることから、申立人のＡ社における標準報酬月額に

係る記録を、同年４月から同年７月までは 44万円、同年８月は50万円に訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成18年４月１日から23年９月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、報酬

額に見合う標準報酬月額と相違している。給与明細票を提出するので、記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間に係る年金記録の確認を求めているが、あっせんの根拠となる

法律の適用については、特例的に、厚生年金保険料の徴収権が時効により消滅した期

間のうち、申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間については、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」と

いう。）を、その他の期間については、厚生年金保険法を適用する、という厚生労働

省の見解が示されたことを踏まえて、当委員会では、上記各期間において、その期間

に適用される法律に基づき記録訂正が認められるかを判断することとしている。 

したがって、申立期間のうち、平成 18年４月１日から23年３月１日までの期間に

ついては、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間であるか

  



ら特例法を、同年３月１日から同年９月１日までの期間については、本件申立日にお

いて保険料徴収権が時効により消滅していない期間であるから厚生年金保険法を適用

する。 

２ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、特例法に基

づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそ

れぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間のうち、平成 19 年８月の標準報酬月額については、申立人

から提出された給与明細票において確認できる保険料控除額から、41 万円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、上

記給与明細票において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記

録の標準報酬月額が長期間にわたり一致しておらず、また、複数の同僚から提出され

た給与明細票において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額と

オンライン記録の標準報酬月額も長期間にわたり一致していないことから、事業主は、

当該給与明細票において確認できる保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、

その結果、社会保険事務所（当時）は、当該標準報酬月額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 18 年４月から 19 年７月まで及び同年９月から 23 年

２月までについて、上記給与明細票において確認できる報酬月額又は保険料控除額に

見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致又は低いことが確認で

きることから、特例法に基づく記録訂正の対象に当たらないため、あっせんは行わな

い。 

３ 申立期間のうち、平成 23 年４月から同年８月までの標準報酬月額については、オ

ンライン記録によると、同年４月は 22万円、同年５月から同年８月までは38万円と

記録されている。しかし、上記給与明細票によると、標準報酬月額の改定の基礎とな

る同年１月から同年３月までは標準報酬月額 44 万円、同年５月から同年７月までは

標準報酬月額 50 万円に相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払われていたこ

とが確認できる。 

したがって、申立人のＡ社における標準報酬月額を、平成 23 年４月から同年７月

までは44万円、同年８月は 50万円に訂正することが必要である。 

一方、申立期間のうち、平成 23 年３月について、上記給与明細票によると、当該

期間の標準報酬月額の決定の基礎となる 22 年４月から同年６月までの期間において、

申立人は、その主張する報酬月額が事業主により支払われていないことから、標準報

酬月額に係る記録の訂正を行う必要は認められない。 

  



関東東京厚生年金 事案24704 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 19 年８月１日から同年９月１日までの期間及び 22

年９月１日から 23 年３月１日までの期間について、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

当該期間の標準報酬月額に係る記録を 34万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

また、申立期間のうち、平成 23 年３月１日から同年９月１日までの期間について、

標準報酬月額の決定の基礎となる 22年４月から同年６月までは標準報酬月額44万円に

相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払われていたと認められることから、申立

人のＡ社における標準報酬月額に係る記録を 44万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成17年６月１日から23年９月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、報酬

額に見合う標準報酬月額と相違している。給与明細票を提出するので、記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間に係る年金記録の確認を求めているが、あっせんの根拠となる

法律の適用については、特例的に、厚生年金保険料の徴収権が時効により消滅した期

間のうち、申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間については、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」と

いう。）を、その他の期間については、厚生年金保険法を適用する、という厚生労働

省の見解が示されたことを踏まえて、当委員会では、上記各期間において、その期間

に適用される法律に基づき記録訂正が認められるかを判断することとしている。 

したがって、申立期間のうち、平成 17年６月１日から23年３月１日までの期間に

ついては、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間であるか

  



ら特例法を、同年３月１日から同年９月１日までの期間については、本件申立日にお

いて保険料徴収権が時効により消滅していない期間であるから厚生年金保険法を適用

する。 

２ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、特例法に基

づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそ

れぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間のうち、平成 19 年８月及び 22 年９月から 23 年２月までの

標準報酬月額については、申立人から提出された給与明細票において確認できる保険

料控除額から、34万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、上

記給与明細票において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記

録の標準報酬月額が長期間にわたり一致しておらず、また、複数の同僚から提出され

た給与明細票において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額と

オンライン記録の標準報酬月額も長期間にわたり一致していないことから、事業主は、

当該給与明細票において確認できる保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、

その結果、社会保険事務所（当時）及び年金事務所は、当該標準報酬月額に基づく保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 17 年６月から 19 年７月まで及び同年９月から 22 年

８月までについて、上記給与明細票において確認できる保険料控除額に見合う標準報

酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できることから、

特例法に基づく記録訂正の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

３ 申立期間のうち、平成 23 年３月から同年８月までの標準報酬月額については、オ

ンライン記録によると、32 万円と記録されている。しかし、上記給与明細票による

と、標準報酬月額の決定の基礎となる 22 年４月から同年６月までは標準報酬月額 44

万円に相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払われていたことが確認できる。 

したがって、申立人のＡ社における標準報酬月額を 44 万円に訂正することが必要

である。 

  



関東東京厚生年金 事案24705 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 13 年１月１日から同年 10 月１日までの期間、14

年６月１日から同年 10 月１日までの期間、15 年 10 月１日から 16 年 11 月１日までの

期間、19 年８月１日から同年９月１日までの期間及び 22 年８月１日から 23 年３月１

日までの期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係

る記録を、13年１月は 41万円、同年２月は 36万円、同年３月は 16万円、同年４月は

38 万円、同年５月から同年９月までは 41 万円、14 年６月から同年９月までは 26 万円、

15年 10月から 16年 10月までは 30万円、19年８月は 44万円、22年８月から 23年２

月までは41万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

また、申立期間のうち、平成 23 年３月１日から同年９月１日までの期間について、

標準報酬月額の決定の基礎となる 22年４月から同年６月までは標準報酬月額47万円に

相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払われていたと認められることから、申立

人のＡ社における標準報酬月額に係る記録を 47万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和39年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成13年１月１日から23年９月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、報酬

額に見合う標準報酬月額と相違している。給与明細票を提出するので、記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間に係る年金記録の確認を求めているが、あっせんの根拠となる

法律の適用については、特例的に、厚生年金保険料の徴収権が時効により消滅した期

間のうち、申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間については、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」と

  



いう。）を、その他の期間については、厚生年金保険法を適用する、という厚生労働

省の見解が示されたことを踏まえて、当委員会では、上記各期間において、その期間

に適用される法律に基づき記録訂正が認められるかを判断することとしている。 

したがって、申立期間のうち、平成 13年１月１日から23年３月１日までの期間に

ついては、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間であるか

ら特例法を、同年３月１日から同年９月１日までの期間については、本件申立日にお

いて保険料徴収権が時効により消滅していない期間であるから厚生年金保険法を適用

する。 

２ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、特例法に基

づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそ

れぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間のうち、平成 13 年１月から同年９月まで、14 年６月から同

年９月まで、15年10月から 16年10月まで、19年８月及び22年８月から23年２月

までの標準報酬月額については、申立人から提出された給与明細票において確認でき

る報酬月額又は保険料控除額から、13 年１月は 41 万円、同年２月は 36 万円、同年

３月は 16万円、同年４月は 38万円、同年５月から同年９月までは 41万円、14年６

月から同年９月までは 26万円、15年10月から16年10月までは30万円、19年８月

は44万円、22年８月から 23年２月までは41万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、上

記給与明細票において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額と

オンライン記録の標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は

当該給与明細票において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届

け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当時）及び年金事務所は、当該標準報酬

月額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 13年 10月から 14年５月まで、同年 10月から 15年

９月まで、16年 11月から 19年７月まで及び同年９月から 22年７月までについて、

上記給与明細票において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額

は、オンライン記録の標準報酬月額と一致又は低いことが確認できることから、特例

法に基づく記録訂正の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

３ 申立期間のうち、平成 23 年３月から同年８月までの標準報酬月額については、オ

ンライン記録によると、38 万円と記録されている。しかし、上記給与明細票による

と、標準報酬月額の決定の基礎となる 22 年４月から同年６月までは標準報酬月額 47

万円に相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払われていたことが確認できる。 

したがって、申立人のＡ社における標準報酬月額を 47 万円に訂正することが必要

である。 

、

  



関東東京厚生年金 事案24706 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 19 年８月１日から同年９月１日までの期間及び 22

年８月１日から 23 年３月１日までの期間について、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

当該期間の標準報酬月額に係る記録を 30万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

また、申立期間のうち、平成 23 年３月１日から同年９月１日までの期間について、

標準報酬月額の決定の基礎となる 22年４月から同年６月までは標準報酬月額38万円に

相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払われていたと認められることから、申立

人のＡ社における標準報酬月額に係る記録を 38万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和53年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年５月１日から23年９月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、報酬

額に見合う標準報酬月額と相違している。給与明細票を提出するので、記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間に係る年金記録の確認を求めているが、あっせんの根拠となる

法律の適用については、特例的に、厚生年金保険料の徴収権が時効により消滅した期

間のうち、申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間については、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」と

いう。）を、その他の期間については、厚生年金保険法を適用する、という厚生労働

省の見解が示されたことを踏まえて、当委員会では、上記各期間において、その期間

に適用される法律に基づき記録訂正が認められるかを判断することとしている。 

したがって、申立期間のうち、平成 19年５月１日から23年３月１日までの期間に

ついては、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間であるか

  



ら特例法を、同年３月１日から同年９月１日までの期間については、本件申立日にお

いて保険料徴収権が時効により消滅していない期間であるから厚生年金保険法を適用

する。 

２ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、特例法に基

づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそ

れぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間のうち、平成 19 年８月及び 22 年８月から 23 年２月までの

標準報酬月額については、申立人から提出された給与明細票において確認できる保険

料控除額から、30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、上

記給与明細票において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記

録の標準報酬月額が長期間にわたり一致しておらず、また、複数の同僚から提出され

た給与明細票において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額と

オンライン記録の標準報酬月額も長期間にわたり一致していないことから、事業主は、

当該給与明細票において確認できる保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、

その結果、社会保険事務所（当時）及び年金事務所は、当該標準報酬月額に基づく保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 19年５月から同年７月まで及び同年９月から22年７

月までについて、上記給与明細票において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬

月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致又は低いことが確認できることから、

特例法に基づく記録訂正の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

３ 申立期間のうち、平成 23 年３月から同年８月までの標準報酬月額については、オ

ンライン記録によると、28 万円と記録されている。しかし、上記給与明細票による

と、標準報酬月額の決定の基礎となる 22 年４月から同年６月までは標準報酬月額 38

万円に相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払われていたことが確認できる。 

したがって、申立人のＡ社における標準報酬月額を 38 万円に訂正することが必要

である。 

  



関東東京厚生年金 事案24707 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこ

とが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成15年９月26日は

41 万円、16年３月 26 日及び同年９月 27日は 55万円、17年７月５日は 150 万円とす

ることが必要である。 

  なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年９月 

           ② 平成16年３月 

           ③ 平成 16年９月 

           ④ 平成17年７月 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額の記録が無

い。特別手当明細書を提出するので、標準賞与額を認めてほしい。 

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が保有する特別手当明細書、Ａ社から提出された申立人の賞与に関する資料及

び同社人事担当者の供述により、申立人は、平成 15年９月 26日、16年３月 26日、同

年９月27日及び 17年７月５日に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準賞与額については、上記特別手当明細書において確認できる保

険料控除額から、平成 15年９月 26日は 41万円、16年３月 26日及び同年９月 27日は

55万円、17年７月５日は 150万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについて不明としており、これを確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

  

  

  

  



これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

  



関東東京厚生年金 事案24708 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記

録を昭和 58 年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20 万円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和35年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年９月21日から同年10月１日まで 

Ａ社及び同社の関連会社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加

入記録が無い。申立期間においても継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保

険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＢ社の回答から判断すると、申立人は、申立期間において、

申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（Ａ社からＣ社に異動）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間に係る異動日について、雇用保険の加入記録及びＢ社の回答により、

申立人は、昭和 58年９月 21日付けでＡ社からＣ社に異動したことが認められるものの、

同社が厚生年金保険の適用事業所となったのは同年 10 月１日である上、Ｂ社は、申立

期間について、申立人をＡ社において厚生年金保険に加入させるべきところ、誤って同

社における資格喪失日を同年９月 21 日と届け出たものと考えられる旨回答しているこ

とから、申立人の同社における資格喪失日を同年10月１日とすることが相当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 58 年８月の

社会保険事務所（当時）の記録から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人に係る資格喪失日を誤って届け出たものと考えられる旨回答している上、

  



Ａ社が加入していたＤ厚生年金基金が保管している加入員資格喪失届に申立人に係る資

格喪失日が昭和 58年９月 21日と記載されていることから、社会保険事務所及び同基金

の双方が誤って同じ資格喪失日を記録したとは考え難く、事業主は同日を厚生年金保険

の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年９月の保険

料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案24714 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①のうち、平成 15年５月13日から同年６月１日までの期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められることから、申立

人のＡ社における資格喪失日に係る記録を同年６月１日に訂正し、当該期間の標準報酬

月額を９万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和52年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年５月13日から同年９月１日まで 

② 平成 15年７月25日 

  Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①の厚生年金保険の加入記録が無い。当

該期間においても同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

また、Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間②の厚生年金保険の標準賞与額の

記録が無い。当該期間においても同社に勤務し、保険料を控除されたのは確かなので

標準賞与額を認めてほしい。 

  

、

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①のうち、平成 15年５月13日から同年６月１日までの期間について、雇

用保険の加入記録により、申立人は、当該期間においてＡ社に勤務していたことが確

認できる。 

また、Ａ社は当該期間当時、保険料は翌月控除であり、申立人は、平成 15 年６月

分の給料明細書を保有していないところ、申立人から提出された同年７月分の賞与明

細書により、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

  



申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、平成 15 年５月分の給料明細書

において確認できる報酬月額から、９万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明としているが、Ａ社が業務委託していた税理士事務所から提出された同社

に係る資格喪失届によると、申立人の資格喪失日は平成15年５月13日とされている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年５月の保険料について納入

の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付

されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間①のうち、平成 15 年６月１日から同年９月１日までの期間について、雇

用保険の加入記録によると、申立人のＡ社における離職日は同年８月 21 日とされて

いることから、申立人は、同日まで同社と雇用関係が継続していたものと認められる。 

また、上記賞与明細書により、申立人は、平成 15 年６月の厚生年金保険料を控除

されていたことが認められ、また、Ａ社から提出された同年分給与所得に対する所得

税源泉徴収簿により、同年７月の厚生年金保険料を控除されていたことが認められる。 

しかしながら、申立人は、平成 15 年５月の途中から病気により休職していたとし

ており、また、上記源泉徴収簿により、同年６月及び同年７月における給与を支払わ

れていないことが確認できることから、特例法に基づく記録訂正の対象に当たらない

ため、あっせんは行わない。 

３ 申立期間②について、上記のとおり、申立人は、当該期間においてもＡ社と雇用関

係が継続していたものと認められる。 

しかしながら、厚生年金保険法第 81 条第２項において、「保険料は、被保険者期

間の計算の基礎となる各月につき、徴収するものとする。」と規定されているところ、

上記のとおり、申立人のＡ社における資格喪失日は平成 15 年６月１日であると判断

される。 

これらを総合的に判断すると、平成 15 年７月は、申立人が厚生年金保険の被保険

者とならない月であり、当該月に支給された賞与については、保険料の徴収の対象と

ならないことから、当該期間の標準賞与額に係る記録訂正を認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24715 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、昭和 56 年４月４日で

あると認められることから、申立人の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要であ

る。 

なお、昭和 56年３月の標準報酬月額については、26万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和56年３月28日から同年５月１日まで 

 Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。昭和

54年 12月 12日から 56年４月末日まで同社に勤務していたのは確かなので、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 56年３月28日から同年４月４日までの期間について、雇用

保険の加入記録により、申立人は、同年４月３日までＡ社に勤務していたことが確認

できる。 

一方、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人の同社における資格喪失

日について、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった昭和56年３月28日より

後の同年４月 22日付けで、同年３月 28日と記録されていることが確認できる上、代

表取締役を含む全従業員９人について、申立人と同様の処理が行われていることが確

認できるところ、そのうち３人については、55 年 10 月の定時決定における標準報酬

月額も同時に減額訂正されていることが確認できる。 

また、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、同社は、当該期間当時、法人事

業所であったことが確認できる上、雇用保険の加入記録により、同社は、当該期間に

おいて５人以上の従業員を使用していたことが確認できることから、厚生年金保険法

に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

  これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、Ａ社が厚生年金

保険の適用事業所でなくなった後に、申立人に係る上記資格喪失処理を行う合理的な

理由は無く、当該処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人の

  



同社における資格喪失日を雇用保険の離職日の翌日である昭和 56 年４月４日に訂正

することが必要である。 

  なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 56 年２月

の社会保険事務所の記録から、26万円とすることが妥当である。 

２ 申立期間のうち、昭和 56 年４月４日から同年５月１日までの期間について、雇用

保険の加入記録により、当該期間における申立人の勤務を確認することができない上、

雇用保険の給付記録によると、申立人は、同年４月８日に求職者給付の受給手続を行

い、同年４月 15日から同年４月 30日までの期間に係る基本手当を受給していたこと

が確認できる。 

  また、上記全従業員９人のうち所在が判明した５人に、申立人のＡ社における勤務

状況及び保険料控除について照会したところ、回答のあった３人は、いずれも不明と

しており、申立人の申立期間のうち、昭和 56 年４月４日から同年５月１日までの期

間における勤務状況及び保険料控除について確認することができない。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24716 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15年 12月 10日は 78

万円、18年６月８日は 83万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和49年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成15年12月10日 

         ② 平成18年６月８日 

Ａ社Ｂ支店における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の

記録が無い。賞与が支給され、保険料を控除されたのは確かなので、標準賞与額を認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 15 年 12 月及び 18 年６月の賞与一覧表等により、申立人は、

申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与一覧表等において確認できる保険

料控除額及び賞与額から、平成 15年 12月 10日は 78万円、18年６月８日は 83万円と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

の元監査役は、同社は既に解散し、当時の資料等が無いため不明としており、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

  



関東東京国民年金 事案13836 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37 年 10 月から 38 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和37年10月から38年３月まで 

 私は、区職員に勧められて国民年金の加入手続を行い、時期は定かではないが、集

金人に申立期間の国民年金保険料 600円を渡した。その集金人は、スタンプを持って

くるのを忘れたので後日国民年金手帳にスタンプを押しに来ると言ったが、結局来る

ことはなかった。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

   

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金保険料を集金人に渡し、集金人から後日国民年金手帳にスタンプ

を押しに来ると言われ、結局集金人は来なかったとしているが、国民年金手帳記号番号

払出簿による申立人の国民年金手帳記号番号払出年月日及び申立人の国民年金手帳の発

行年月日は、いずれも昭和 38 年５月１日であり、同日以降は申立期間の保険料は納付

書により過年度納付することとなるため、集金人が当該国民年金手帳に検認印を押す方

法により申立期間の保険料を収納することはできず、申立人の説明は、当時の制度と相

違する。 

そのほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

  



関東東京国民年金 事案13837 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36年 10月から 39年６月までの期間及び同年 10月から 41年３月まで

の期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和36年10月から39年６月まで 

          ② 昭和39年10月から41年３月まで 

私は、昭和 36年に国民年金の加入手続を行い、同年12月に転居し、転居先の市に

おいて、３か月ごとに自宅に来る集金人に国民年金保険料を納付し、印紙を国民年金

手帳に貼付していたことを記憶している。また、41 年に妻の国民年金の加入手続を

行った頃に、妻と私の保険料を遡って納付した記憶がある。申立期間①と②に挟まれ

た３か月分の保険料だけが納付済みとされているのは不自然であり、申立期間の保険

料が未納とされていることに納得できない。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、昭和 36年12月に転居し、転居先の市において、

３か月ごとに集金人に国民年金保険料を納付し、国民年金手帳に印紙を貼付していたと

述べているが、上記転居に伴い、申立人の国民年金被保険者台帳は41年２月25日に移

管されていることが国民年金手帳記号番号払出簿により確認でき、国民年金の住所変更

手続は当該移管の数か月前に行われたと推認されることから、同住所変更手続が行われ

るまで、申立人の自宅に集金人が来ていたとは考え難い上、上記移管時点では、当該期

間（33か月）のうち 36年 10月から 38年 12月まで（27か月）の保険料は時効により

納付することができない。また、上記台帳により、申立期間①直後の 39 年７月から同

年９月までの保険料は 41年９月 10日に過年度納付されていることが確認でき、この納

付時点では、申立期間①の保険料は時効により納付することができない。 

申立期間②については、上記台帳の移管時期からみて、申立人は、当該期間途中の昭

和 40 年４月以降の保険料を現年度納付することが可能であったと考えられるが、申立

期間②の後の保険料が過年度納付されている期間が散見されることを考慮すれば、申立

人は、必ずしも保険料を現年度納付していたとはいえず、また、申立人は、申立人の妻

  



の国民年金の加入手続を行った頃に夫婦の保険料を遡って納付した記憶があるとしてい

るが、その納付回数、納付期間及び納付額に関する記憶が明確ではないなど、申立人が

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

そのほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

  



関東東京国民年金 事案13838 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43年４月から 44年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年４月から44年３月まで 

私は、昭和 42 年頃に飲食店を開業し、時期は不明だが店に来た市職員に国民年金

の加入を勧められ、その場で夫婦一緒に加入手続を行った。私は夫婦二人分の国民年

金保険料を集金人に納付し、集金人が年金手帳にシールのようなものを貼っていたが、

その年金手帳は引き上げられ、別の年金手帳を渡された。申立期間の保険料が未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、夫婦二人分の国民年金保険料を集金人に納付し、集金人が年金手帳にシー

ルのようなものを貼っていたが、その年金手帳は引き上げられ、別の年金手帳を渡され

たとしているが、申立人夫婦が申立期間当時に居住していた市の国民年金被保険者名簿

により、申立人夫婦がそれぞれ所持する昭和 43年12月７日発行の国民年金手帳が申立

人夫婦に最初に交付された手帳であることが確認でき、当該手帳の申立期間の印紙検認

記録欄には検認印が押されておらず、国民年金印紙検認台紙欄には国民年金印紙が貼付

されていない。 

そのほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

  



関東東京国民年金 事案13839 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43年４月から 44年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年４月から44年３月まで 

私の夫は、昭和 42 年頃に飲食店を開業し、時期は不明だが店に来た市職員に国民

年金の加入を勧められ、その場で夫婦一緒に加入手続を行った。夫は、夫婦二人分の

国民年金保険料を集金人に納付し、集金人が年金手帳にシールのようなものを貼って

いたが、その年金手帳は引き上げられ、別の年金手帳を渡された。申立期間の保険料

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の夫は、夫婦二人分の国民年金保険料を集金人に納付し、集金人が年金手帳に

シールのようなものを貼っていたが、その年金手帳は引き上げられ、別の年金手帳を渡

されたとしているが、申立人夫婦が申立期間当時に居住していた市の国民年金被保険者

名簿により、申立人夫婦がそれぞれ所持する昭和 43年12月７日発行の国民年金手帳が

申立人夫婦に最初に交付された手帳であることが確認でき、当該手帳の申立期間の印紙

検認記録欄には検認印が押されておらず、国民年金印紙検認台紙欄には国民年金印紙が

貼付されていない。 

そのほか、申立人の夫が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

  



関東東京国民年金 事案13840 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年１月から同年９月までの期間及び 51 年８月から 52 年６月までの

期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48年１月から同年９月まで 

          ② 昭和 51年８月から52年６月まで 

私は、申立期間の国民年金保険料を郵便局や銀行で毎月納付してきた。申立期間の

保険料が未納とされていることに納得できない。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、申立期間の資格取得記録に係るオンライン記録の

処理日から昭和 63 年７月頃に払い出されたと推認でき、同年同月時点では申立期間①

及び②の国民年金保険料は時効により納付することができない。 

また、申立人は、国民年金の加入手続及び資格喪失手続に関する記憶が明確ではなく、

申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

そのほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料(家計簿、

確定申告書等)は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

  



関東東京国民年金 事案13841 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和36年８月から42年３月までの期間及び45年４月から46年３月までの期

間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和36年８月から42年３月まで 

          ② 昭和45年４月から46年３月まで 

私の父は、私が20歳になった昭和36年＊月頃に村役場で私の国民年金の加入手続を

行い、父又は兄が国民年金保険料を納付してくれていたと思う。また、46年５月に婚

姻した後は、妻が夫婦二人分の保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未

納とされていることに納得できない。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の父親が昭和36年＊月頃に申立人の国民年金の加入手続を行ってく

れたとしているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿の

払出年月日から40年８月に払い出されていることが確認でき、当該払出時点で申立期間

①のうち36年８月から38年６月までの国民年金保険料は時効により納付することができ

ない。 

また、申立人の国民年金の加入手続を行い、申立期間の保険料を納付していたとする

申立人の父親及び兄から聴取することができない上、申立人は加入手続及び保険料納付

に関与していないとしていることから、申立期間における加入手続及び保険料納付の状

況は不明であり、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、昭和46年５月に婚姻した後は、申立人の妻が夫婦二人分の保険料

を納付してくれていたとしており、当該婚姻時点で妻は申立期間②の保険料を過年度納

付することは可能であったものの、妻は、遡って保険料を納付した記憶は無いとしてい

る。 

そのほか、申立人の父親、兄及び妻が申立期間の保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうか

  



がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24695 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準賞与額に係る記録を認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和53年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年２月又は同年３月 

Ａ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険の被保険者期間のうち、平成 16 年に

支給された賞与に係る標準賞与額の記録が無い。同年２月又は同年３月に臨時賞与が

支給された記憶があるので、調査して標準賞与額の記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社から提出された申立人に係る「賞与個人別明細表（社員）（2004 年３月 30 日作

成）」には、支給日の記載は無いものの、申立人に対して、Ａ社より 24 万 2,000 円の

臨時賞与を支給し、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除することが記載されてい

る。 

しかしながら、当該賞与の支給日についてＢ社は、当該時期の賞与は、その期の利益

に応じて支払われる臨時的なもので、３月末時点で在籍した者が対象となり、平成 16

年においては４月６日に支払ったものである旨供述しているところ、申立人が給与振込

先だとするＣ社から提出された取引推移一覧表によると、上記臨時賞与が振り込まれた

日は、上記供述のとおり、同年４月６日であることが確認できる。 

また、厚生年金保険法第 81 条第２項では、「保険料は、被保険者期間の計算の基礎

となる各月につき、徴収するもの」とされているところ、オンライン記録によると、申

立人はＡ社に係る厚生年金保険の被保険者資格を平成 16 年４月１日に喪失しているこ

とが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立てに係る賞与は、申立人がＡ社における厚生年金

保険被保険者資格を喪失した後に同社から支給されており、保険料の徴収の対象とはな

らないことから、申立人の申立期間における厚生年金保険の標準賞与額に係る記録を認

めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24696（事案17194の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和33年４月１日から同年７月１日まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことから第三者委員会に

申し立てたところ、申立期間の勤務は推認されたものの、申立期間は、同社が新たに

適用事業所となる前の期間であることなどの理由から保険料控除は認められないとし

て、記録訂正は認められなかった。新たな資料は無いが、審議結果に納得できないの

で、再度審議の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、Ａ社において昭和 33 年に雇用されていた複数の

元従業員の供述から判断すると、申立人の申立期間における勤務は推認できるが、同社

は同年７月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間は適用事業所とし

ての記録は無いこと、申立期間当時、同社と同一所在地に同一名称の適用事業所が存在

していることが確認できるものの、同年４月から同年６月までの間に当該事業所で被保

険者資格を取得した者は一人もいないこと、同社を管理していたＢ局（当時は、Ｃ局）

は、当時の厚生年金保険の取扱いが確認できる資料は保管していないとしており、複数

の元従業員は、申立期間に係る給与明細書を所持していないとしていることから、既に

年金記録確認Ｄ地方第三者委員会（当時）の決定に基づき平成23年４月27日付けで年

金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し申立人は、新たな資料は無いが、前回の審議結果には納得がいかないとし

て、再度申立てを行っていることから、申立人と同様に、毎年定期的にＡ社で勤務し、

昭和 33 年においては、同年７月１日に新たに適用事業所となったＡ社で、同日付けで

厚生年金保険の被保険者資格を取得した複数の元従業員に追加調査したが、当該従業員

は、同年においても例年どおり７月より前から勤務していたとしているものの、申立期間にお

ける厚生年金保険料の控除について確認できなかった。 

  



このほか、年金記録確認Ｄ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見

当たらず、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24699 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 24年４月１日から25年１月１日まで 

           ② 昭和 25年１月１日から同年２月10日まで 

Ａ社が運営するＢ学校を卒業し、Ａ社Ｃ支部（現在は、同社Ｄ支部）に配属になっ

た。その後、同支部からＥ局に派遣されて勤務していた期間及び同局が所在していた

港に入出港していたＦ丸において、引揚者のＢ業務に従事していた期間である申立期

間①に係る厚生年金保険の加入記録が無い。 

また、Ｅ局及びＦ丸での業務が終了した後、Ａ社Ｇ事業所（現在は、Ａ社Ｈ事業

所）に転籍したが、異動した初月である申立期間②の厚生年金保険の加入記録が無い。 

資料は残っていないが、勤務していたことは間違いないので、申立期間①及び②を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社Ｄ支部から提出された「Ｉ名簿」及び「J」と題する冊

子並びにＫ省Ｌ局から提出されたＥ局に係る「Ｍ名簿」によると、申立人は、昭和

24 年４月１日付けでＡ社のＮ職に命じられ、Ａ社Ｃ支部に召集された後の同年５月

１日から同年 12月31日まで、Ｅ局及びＦ丸にてＯ班要員として勤務していたことが

確認できる。 

しかし、Ａ社Ｄ支部は、申立人に係る人事記録を確認できないため、申立人が同社

の正職員であったかどうかについては不明と回答している。 

また、Ａ社Ｃ支部に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間①

に同支部の被保険者となっている者は、いずれも死亡又は連絡先不明であり照会する

ことができない。 

さらに、上記「Ｍ名簿」には、Ｅ局における申立人の採用年月日は昭和 24 年５月

１日、退職年月日が同年 12月31日と記載され、俸給が支払われていることが確認で

  



きるところ、同局に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同局が厚生年

金保険の適用事業所となったのは、30 年１月１日と記録されており、申立期間①は

同局が厚生年金保険の適用事業所となっていない期間であることが確認できる。 

加えて、上記冊子には、申立人が所属していたＯ班の班員 23 人の氏名が記載され

ているため、Ｆ丸に係る船員保険被保険者名簿及びオンライン記録を確認したところ、

申立人を含むいずれの者も、申立期間①における厚生年金保険及び船員保険の加入記

録は見当たらない。 

２ 申立期間②について、Ａ社Ｈ事業所から提出された申立人に係る人事記録によると、

申立人は、昭和 25年１月 25日に同社Ｇ事業所に入社したことが確認できる。 

しかし、Ａ社Ｈ事業所は、申立期間②においては１か月程度厚生年金保険に加入さ

せない期間を設けていたと思われる旨回答している。 

また、Ａ社Ｇ事業所に係る事業所別被保険者名簿から、昭和 25 年に厚生年金保険

の被保険者資格を取得したことが確認できる者のうち、所在が判明した９人に照会し、

５人から自身の入社日について回答があったところ、いずれの者も、入社日から、１

か月から５か月程度後に被保険者資格を取得していることが確認でき、さらに、その

うちの二人は、３か月程度の試用期間があったような覚えがある旨供述している。 

３ このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24700 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年３月 31日から同年４月１日まで 

 Ａ庁Ｂ局Ｃ部（現在は、Ｄ省Ｅ局Ｆ部）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年

金保険の加入記録が無い。退職に係る人事異動通知書を提出するので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ省Ｅ局Ｆ部から提出された申立人に係る平成元年４月１日付けの任用時の人事異動

通知書では、「任命権者からなんら通知のない場合は、平成２年３月 30 日までの間に

限り任用を日々更新する」と記載されており、また、申立人及び同部から提出された同

年３月 31 日付けの人事異動通知書では、「退職した」と記載されていることが確認で

きる。 

また、Ｄ省Ｅ局Ｆ部は、「この書類によると、申立人の退職年月日は、平成２年３月

30 日となる。」と回答している上、同部から提出された現在の事務要領によると、任

期が満了した場合は、任期が満了した日の翌日をもって人事異動通知書を交付し、当該

通知書における記載内容は「退職した」と記載することとされている。 

さらに、Ａ庁内の部局において、平成２年３月 31 日又は同年４月１日付けで厚生年

金保険の被保険者資格喪失記録のある従業員のうち、申立人と同様の人事異動通知書が

確認できた４人は、いずれの者も、任用時の人事異動通知書における更新期限の翌日付

けで「退職した」と記載された人事異動通知書が交付されていることが確認できる。 

これらのことから、申立人に係る上記平成２年３月 31 日付けの人事異動通知書は、

申立人が同年３月 30 日に任期の満了に伴い退職となり交付されたものであるため、申

立人が申立期間に勤務していたことは確認できない。 

加えて、Ｄ省Ｅ局Ｆ部は、申立人の申立期間に係る賃金台帳などは保管しておらず、

保険料控除については不明と回答している。 

  



このほか、申立人の申立期間における勤務及び厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24701 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和35年９月15日から39年８月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入

記録が無い。申立期間においても辞めることなく同社に継続して勤務していたので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の供述から判断すると、勤務期間の特定はできないものの、申立人が申立

期間においてＡ社に勤務していたことはうかがえる。 

  しかしながら、Ａ社は、Ｂ社と合併したため既に解散し、申立期間当時の事業主は死

亡していることから、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険の取扱いに

ついて確認することができない。 

  また、Ｂ社は、「申立期間における商業帳簿はＡ社の関係者により既に廃棄処分され

ているものと思われる。」と回答している上、申立人が記憶している経理担当者及び社

会保険事務を行っていたとする者は、既に死亡又は所在が判明しないことから、照会す

ることができず、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認するこ

とができない。 

  さらに、申立人が記憶している同僚及び申立期間にＡ社において被保険者記録がある

女性従業員のうち、所在が判明した 13 人に照会したところ、９人から回答があったも

のの、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる供述を得ること

はできなかった。 

  なお、申立人の夫が昭和 38 年９月１日に被保険者資格を取得したＣ社に係る事業所

別被保険者名簿により、当該者に被扶養者がいることが確認できるところ、申立人は、

「夫の被扶養者は自分しかいない。」と供述している。 

  このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

 

 

 

 

 

  



資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

  

  



関東東京厚生年金 事案24702 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年６月26日から同年７月７日まで 

 Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入

記録が無い。転職の際には社会保険の空白期間が生じないよう配慮してきたので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録によると、申立人の離職日は昭和50年６月25日とされているこ

とから、申立人が申立期間においてＡ社に勤務していたことを確認することはできない。 

   また、Ｂ社は、申立人の申立期間における勤務及び保険料控除について不明であると

しているところ、同社が保有している厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書に申立

人の資格喪失日は昭和 50年６月 26日と記載されており、当該資格喪失日はオンライン

記録と一致していることが確認できる。 

   さらに、Ａ社が加入していたＣ健康保険組合から提出された申立人に係る被保険者原

票においても、申立人の資格喪失日は昭和 50年６月26日と記録されており、上記資格

喪失確認通知書と一致していることが確認できる。 

   加えて、申立期間にＡ社において被保険者記録がある者のうち、所在が判明した６人

に照会したところ、５人から回答があったものの、申立人の退職日を記憶している者は

いなかった。 

   このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24709 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和42年７月１日から45年４月まで 

Ａ事業所に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い。同事業所には、申立

期間も継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の供述により、申立人が申立期間にＡ事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ事業所は、申立期間における人事記録及び在籍者名簿を確認したも

のの、申立人の氏名は確認できないことから、申立人は常勤職員でなかったと思われる

旨、また、非常勤職員については人事記録が保存されておらず、申立期間当時の厚生年

金保険の適用状況及び保険料控除についても資料が保存されていないことから不明であ

る旨回答している。 

一方、複数の従業員がＡ事業所では期間の定めのある職員は６か月を超えて雇用する

ことができないことから短期雇用を繰り返していた旨供述しているところ、オンライン

記録により、数か月間の厚生年金保険の加入を繰り返している被保険者が散見される。 

また、申立期間にＡ事業所における厚生年金保険の被保険者記録を有する従業員 22

人に文書照会を行い、12 人から回答を得ることができたが、給与明細書を保有してい

る者はおらず、給与からの保険料控除について記憶している者もいないことから、申立

人の申立期間に係る給与からの保険料控除について確認することができない。 

さらに、申立人のＡ事業所における雇用保険の加入記録はオンライン記録と符合して

いる上、申立人同様、同事業所において厚生年金保険の加入記録が数か月である者も雇

用保険と厚生年金保険の加入記録はおおむね符合していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

  



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24710 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和56年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年１月１日から17年４月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録

が無い。同社にはアルバイトとして入社し、平成 16 年１月１日にアルバイトから契

約社員登用となったので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社から提出された平成 16年分及び17年分の給与所得の源泉徴収票の中途就・退職

欄にはそれぞれ、「就職、16年１月１日」、「退職、17年５月31日」と記録されてい

ることから、申立人が申立期間に同社に勤務していたことは確認できる。 

  しかしながら、Ｂ社から提出された申立人に係る「厚生年金保険被保険者資格取得確

認および標準報酬決定通知書」及び「健康保険被保険者資格取得確認および標準報酬決

定通知書」の資格取得日は平成 17 年４月１日、健康保険被保険者資格喪失確認通知書

の資格喪失日は同年６月１日と記録されており、申立人に係るオンライン記録と一致し

ていることが確認できる。 

  また、Ｃ健康保険組合は、申立人の資格取得日は平成 17 年４月１日、資格喪失日は

同年６月１日である旨回答しており、オンライン記録と一致する。 

  さらに、Ｂ社は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料については、給与から控除

していない旨回答している上、同社から提出された申立人に係る平成 16 年分源泉徴収

票の社会保険料等の額は「12,610 円」、17 年分源泉徴収票の社会保険料等の額は

「56,199 円」と記載されているところ、当該保険料額を検証した結果、雇用保険料相

当額は控除されているが、申立期間に係る厚生年金保険料及び健康保険料相当額は控除

されていないことが推認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

 

 

 

  



資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24711 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年７月１日から56年３月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に勤務し保険料も控除されていたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録により、昭和 49年７月22日から50年７月10日までの期間にお

いて申立人がＡ社を経営していたとするＢ社に、同年７月 11 日から 59 年６月 30 日ま

での期間においてはＡ社に継続して勤務していたことが確認できる。 

しかし、Ａ社は、資格取得年月日が昭和 56 年３月１日と記載された申立人に係る健

康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認および標準報酬月額決定通知書（副）を提出

し、国の記録どおりに届出を行った旨回答している。 

また、申立期間当時、Ａ社において社会保険事務の責任者だったとする者は、上記通

知書（副）に記載されている資格取得年月日の前に給与から保険料を控除することはな

い旨供述している。 

さらに、申立人同様、昭和 50 年７月１日にＢ社の厚生年金保険の資格を喪失し、そ

の後、Ａ社で被保険者資格を取得している者５人の同社に係る雇用保険の被保険者資格

取得日は申立人同様に同年７月 11 日であり、うち４人の厚生年金保険の被保険者資格

取得日は同社が適用事業所となった日である同年 12 月 16 日であるものの、一人は 52

年１月１日であることから判断すると、同社では、厚生年金保険の取扱いについて、一

律に加入させていなかったことがうかがえる。 

加えて、申立期間にＡ社で資格取得した者（上記５人を除く。）で同社での雇用保険

の記録が確認できる 14 人のうち 12 人は、雇用保険の資格取得日から１か月から 13 か

月後に厚生年金保険に加入していることが確認できるところ、このうちの一人は、前職

  



からの年金記録が途切れないように国民年金に加入し保険料を納付した後に会社に申し

出て厚生年金保険に加入した旨供述しており、同人に係るオンライン記録によると、当

該期間に国民年金保険料を納付していることが確認できるほか、別の一人は、当時、毎

月の手取り金額を気にして明細書も確認していたので、社会保険に加入する前に保険料

が控除されていたことはない旨供述している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24712 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38年４月から46年２月まで 

          ② 昭和 60年５月から62年５月まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。監査役として同社に勤

務し、給与から厚生年金保険料を控除されていたと思うので、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る事業所別被保険者名簿及びオンライン記録によると、同社が厚生年金保険

の適用事業所であったのは、昭和 41 年５月 13 日から 42 年２月 23 日までの期間及び

50 年９月１日から 57 年６月 30 日までの期間であることから、申立期間①の一部及び

申立期間②は適用事業所となっていないことが確認できる。 

また、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、申立人は平成３年５月７日付けで

同社の取締役に就任したことが確認できるものの、同社は９年６月に解散していること

が確認できる上、申立期間当時の事業主は既に死亡していることから、申立人の申立期

間における勤務実態及び厚生年金保険料控除について確認することができない。 

さらに、Ａ社において被保険者記録が確認できる６人のうち、連絡先が確認できた３

人に照会したところ、２人から回答があったが、いずれも申立人の同社における勤務実

態について記憶していなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24713 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和32年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成10年１月31日から同年２月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には、

平成 10 年１月末まで在籍していた。給料支払明細書を提出するので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の事業主は、申立人の退職日は平成 10年１月30日である旨回答している上、同

社から提出された申立人に係る「雇用保険被保険者資格喪失確認通知書（事業主通知

用）」及び「雇用保険被保険者離職証明書（事業主控）」によると、申立人の同社にお

ける離職日は同年１月 30 日とされており、申立人に係る雇用保険と厚生年金保険の加

入記録は符合していることが確認できる。 

また、Ａ社は、保険料の控除方法は翌月控除である旨回答しており、申立人から提出

された給料支払明細書からも、同社の保険料控除方法は翌月控除であることが確認でき

るところ、当該給料支払明細書からは、申立期間に係る保険料の控除は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24717（事案12284の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年２月頃から59年６月21日まで 

  Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間について、厚生年金保険の加入記録が無い旨

を第三者委員会に申し立てたところ、同委員会から、申立期間における厚生年金保険

料の控除について確認できる資料が無いなどの理由により、記録訂正を行うことがで

きない旨の通知があった。 

  しかし、Ａ社には申立期間も含めて勤務していたことは確かなので、判断に納得で

きない。今回、当時に撮影した写真を提出するので、申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、従業員の供述から、申立人が申立期間当時、Ａ社

に勤務していたことは推認できるものの、同社は、当時の人事記録等の資料を保管して

おらず、申立人の勤務状況等を確認することができないとしていること、事業主は、申

立人について、当初は正社員ではなく、委託業務の身分であり、厚生年金保険には加入

させておらず、厚生年金保険料の控除はしていなかったとしていることなどから、既に

年金記録確認Ｂ地方第三者委員会（当時）の決定に基づき、平成22年10月６日付けで

年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、上記審議結果に納得できないとし、申立期間に同僚等と一緒に撮影

されたとする複数の写真を新たな資料として提出し、再度申立てを行っているが、当該

資料からは、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とは確認できず、年金記録確認Ｂ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき新たな事

情とは認められない。 

このほか、年金記録確認Ｂ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も

見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

  



関東東京厚生年金 事案24718（事案23939の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年４月１日から平成元年３月１日まで 

  Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間のうち、昭和 57 年４月８日から平成元

年３月１日までの期間について、厚生年金保険の加入記録が無いが、勤務していたこ

とは確かなので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしいと申し

立てたが、申立ては認められなかった。 

今回、申立期間について、Ａ社が厚生年金保険料を控除していたことを証する同社

の決算資料（写し）を提出するので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保

険の適用事業所となったのは平成元年３月１日であり、同社は、申立期間においては、

厚生年金保険の適用事業所ではなかったこと、ⅱ）同社が２年２月１日から加入してい

るＣ厚生年金基金は、Ａ社に係る厚生年金基金加入員（設立時・編入時）資格取得届

（同社の社判及び代表印が押されている。）を保有しているところ、当該資格取得届に

は、申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日を記載すべき入社年月日の欄の日付が、

オンライン記録の厚生年金保険被保険者資格取得日と同じ元年３月１日と記載されてお

り、同日付けで、事業主が社会保険事務所（当時）に同社を厚生年金保険の適用事業所

として届け出たことが推認できること、ⅲ）オンライン記録によると、申立人が昭和

51 年８月から平成元年２月まで国民年金に加入し、その保険料を納付していることが

確認できることなどから、既に年金記録確認Ｄ地方第三者委員会（当時）の決定に基づ

き、24年12月12日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、上記審議結果に納得できないとし、昭和 63 年４月１日から平成元

年３月１日までの期間について、Ａ社の決算資料（写し）を提出し再度申立てを行って

  



いる。 

しかしながら、申立人から提出のあった上記決算資料によると、昭和 63 年４月１日

から平成元年３月 31 日まで（以下「元年３月期」という。）の製造原価報告書等には、

法定福利費が計上されているが、当該法定福利費の金額は、Ａ社が負担すべき元年３月

期の労働保険料（雇用保険料を含む。）及び同年３月分の社会保険料（厚生年金保険料、

健康保険料の会社負担分）の合計額とほぼ一致している上、申立期間を含めた社会保険

料と比較すると、12 分の１程度に過ぎないことから、同社がオンライン記録どおり同

年３月１日から厚生年金保険の適用事業所となり、同年３月分の社会保険料を法定福利

費として計上したと推認できる。 

このため、Ａ社が申立人の給与から申立期間に係る厚生年金保険料を控除していたと

は考えられず、そのほかに年金記録確認Ｄ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

 

  



関東東京厚生年金 事案24719 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 35年４月１日から36年５月１日まで 

          ② 昭和 36年11月１日から40年９月１日まで 

          ③ 昭和 40年９月１日から42年４月１日まで 

平成 19 年頃、社会保険事務所（当時）で脱退手当金の支給記録があることを初め

て知った。その後も何度か社会保険事務所に問い合わせたが、脱退手当金が支給され

ているという回答は変わらなかった。脱退手当金を受給した記憶は無いので、受給し

ていないことを認めてほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間③に勤務していたＡ社に係る事業所別被保険者名簿に記載されてい

る女性のうち、申立人の申立期間③における厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭

和 42 年４月１日の前後各２年以内に資格喪失した者であって、脱退手当金の受給資格

を有する４名について脱退手当金の支給記録を確認したところ、申立人を含む３名に支

給記録が確認でき、その全員について厚生年金保険被保険者資格喪失日から４か月以内

に支給決定がなされていることを踏まえると、同社では事業主による脱退手当金の代理

請求が行われており、申立人の脱退手当金についても、事業主が代理請求した可能性が

高いと考えられる。 

また、上記被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給されていることを意味

する「脱」の表示が記されている上、申立人の申立期間③に係る厚生年金保険被保険者

資格喪失日から約３か月半後の昭和 42年７月11日に支給決定されているなど、当該脱

退手当金の支給に係る事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、脱退手当金については、受給した記憶が無いという

ほかに受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

  




